
倉吉市認知症高齢者等事前登録制度実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、認知症である高齢者その他の疾病等により認知機能が低下した状態にある

者（以下「認知症高齢者等」という。）が行方不明となった場合に、当該認知症高齢者等の特定

に必要な情報を活用することにより、当該認知症高齢者等を早期に発見し、その生命及び身体

の保護を図るため、当該情報を事前に登録する制度（以下「事前登録制度」という。）を実施す

るものとし、その実施に関し必要な事項を定めるものとする。

（実施主体）

第２条 事前登録制度の実施主体は、倉吉市とする。

（登録対象者）

第３条 事前登録制度による登録の対象となる者は、市内に居住している認知症高齢者等とする。

（申込み及び登録）

第４条 前条の登録（以下単に「登録」という。）を希望する認知症高齢者等又はその家族は、市

長に対し、倉吉市認知症高齢者等事前登録申込書（様式第１号。以下この条において「申込書」

という。）を提出しなければならない。

２ 市長は、登録をすることを決定したときは、前項の規定による申込みをした者（以下「申込

者」という。）に対し倉吉市認知症高齢者等事前登録制度登録決定通知書（様式第２号）により

その旨を通知するとともに倉吉市見守りシールを交付し、当該申込書の写しを倉吉警察署長に

送付するものとする。

３ 市長は、登録をしないことを決定したときは、申込者に対し、倉吉市認知症高齢者等事前登

録制度登録不決定通知書（様式第３号）によりその旨及びその理由を通知するものとする。

４ 第２項の規定により送付された申込書の写しに記載された情報（当該情報のうち次条第１項

の規定により変更の届出があった事項については、同条第２項の規定により送付された届出書

の写しに記載された情報）は、倉吉警察署長が当該申込書の写しに係る認知症高齢者等につい

て行方不明者届（行方不明者発見活動に関する規則（平成21年国家公安委員会規則第13号）第

６条第１項に規定する行方不明者届をいう。次項において同じ。）を受理した場合において、当

該認知症高齢者等に係る行方不明者発見活動（同規則第１条に規定する行方不明者発見活動を

いう。）に利用されるものとする。

５ 倉吉警察署長は、第２項の規定により送付を受けた申込書の写しに係る認知症高齢者等につ

いて行方不明者届を受理したときは、その旨を市長に通知するものとする。

（登録情報の変更）

第５条 前条第２項の規定による通知を受けた申込者（以下「登録申込者」という。）は、当該登

録に係る情報（以下「登録情報」という。）に変更が生じたときは、速やかに、倉吉市認知症高

齢者等事前登録変更届出書（別紙様式第４号）によりその旨を市長に届け出なければならない。

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、速やかに、登録情報を変更するとともに、

同項の届出書の写しを倉吉警察署長に送付するものとする。

（登録の取消し）

第６条 登録申込者は、登録の取消しを受けようとするときは、倉吉市認知症高齢者等事前登録

取消申出書（様式第４号）によりその旨を市長に申し出なければならない。

２ 市長は、前項の規定による申出があったときは、当該申出に係る登録を取り消すものとする。

３ 市長は、前項の規定にかかわらず、認知症高齢者等の転出、死亡その他の理由により登録の



必要がなくなったと認めるときは、当該認知症高齢者等に係る登録を取り消すことができる。

４ 市長は、前２項の規定により登録を取り消したときは、倉吉警察署長に対し、書面によりそ

の旨を通知するものとする。

（登録情報の外部提供）

第７条 市長は、第４条第５項の規定による通知を受けたときには、必要に応じ、当該通知のあ

った認知症高齢者等に係る登録情報を、地域包括支援センター、障がい者地域生活支援センタ

ー、社会福祉協議会、自治公民館、民生委員、サービス提供事業所その他の関係機関に提供す

ることができる。

２ 市長は、前項の規定により登録情報を提供するに当たっては、あらかじめ、当該認知症高齢

者等又はその家族の同意を得なければならない。

（登録情報の取扱い）

第８条 市長は、倉吉市個人情報保護条例（平成17年倉吉市条例第８号）に定めるところにより、

登録情報を適正に取り扱うものとする。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、事前登録制度の実施に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この告示は、平成30年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。


